2016年8月27日～28日　共謀罪、戦争法南スーダン、TICAD、民進党代表選、別府隠し撮り、国民生活に関する世論調査、共謀罪信毎社説
しんぶん赤旗2016年8月28日(日)

テロ対策口実の市民弾圧法　共謀罪　名前変えても本質変わらず
　自民党政権が過去３度にわたり国会に提出しながら世論の強い批判をあびて廃案となった共謀罪。安倍政権は、名称を変えて秋の臨時国会に提出しようとしています。「テロ対策」のための法案と強調していますが、実態は最悪の市民弾圧法です。（森近茂樹）

解釈次第で対象拡大
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　今回の罪名は「テロ等組織犯罪準備罪」。「テロ」という言葉を冠しています。しかし、条文をみると処罰対象は、「４年以上の懲役もしくは禁錮の刑が定められている罪を実行」する「組織的犯罪集団」とされており、「テロ」とは関係なく広範に罰することができる内容になっています。

　２００５年に国会に出された共謀罪でも対象は、４年以上の刑が課された犯罪とされていましたが、政府側の答弁によると罪種は６００を超えます。そのなかには万引きやキセル乗車のような凶悪とはいえないものも含まれます。しかも刑法の量刑は厳しくなる傾向にある現在では、さらに該当範囲が広がっているとみられます。

　これまでの共謀罪では犯罪を実行する「団体」が取り締まり対象とされ、市民団体や労働組合も対象になるのではと強い批判があがりました。そこで今回は「組織的犯罪集団」が対象としています。しかし、その認定は捜査当局が行うので、解釈次第でいくらでも対象を拡大することが可能です。

　今回の政府案では、共謀に加えて、犯罪を実行するために資金や物品を取得する「準備行為」が行われていることが犯罪の構成要件となっています。

　しかし、条文には「その他」という文言が盛り込まれており、これも捜査当局の考え一つで拡大することができます。

条約批准に必要なし

　共謀罪の導入は、政府が２０００年に署名した国際テロや麻薬対策のための「国際組織犯罪防止条約」の締結に向けた国内法整備の一環として必要だと宣伝されています。

　しかし日本弁護士連合会（日弁連）の調査によると、共謀罪の制定は締結の絶対条件ではありません。その国の法制度のままで批准している国がほとんどです。

　日本には、重大犯罪に限って例外的に陰謀罪が８、共謀罪が１５、予備罪が４０、準備罪が９も制定されています。

　テロ防止に必要な銃器の規制でも、銃砲刀剣類所持等取締法で銃や刀の所持が厳しく制限されています。

　これらの点からみても条約批准は現行でも十分に可能です。共謀罪成立を条約批准の絶対条件であるかのように主張して、国民をごまかす態度は許されません。

いっそう強まる監視
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（写真）「共謀罪許すな」と国会前で声をあげる労組、民主団体の人たち。このとき国会に出された共謀罪は廃案になりました＝2006年５月８日、衆院議員面会所前


　共謀罪は、人と人の意思疎通そのものが犯罪となるという「内心の自由」を脅かす悪法です。

　検挙し立証するために盗聴（通信傍受）が多用されることは間違いありません。共謀罪に先んじて先の国会で改悪された盗聴法は、盗聴できる対象や手段を拡大しています。

　最近、大分県警による野党統一候補陣営への盗撮が発覚しましたが、共謀罪によって盗撮や会話盗聴（室内盗聴）などあらゆる手段を用いた市民監視が強まる危険性が大です。

　安倍政権は、戦争法に続いて憲法９条を改憲して、「戦争のできる国」へとさらに突き進もうとしています。共謀罪は、これに反対する市民や団体を弾圧して物言えぬようにするため、四たび持ちだされたものです。絶対に通すわけにはいきません。

民進・岡田代表、「共謀罪」に懸念　拡大解釈の可能性強調

東京新聞2016年8月28日 朝刊

 　民進党の岡田克也代表は二十七日、政府が「共謀罪」の名称と構成要件を変えた組織犯罪処罰法改正案を臨時国会に提出しようとしていることに関し、捜査機関による拡大解釈の可能性を強調した。「本当に（適用対象が）絞り込まれているのかが重要だ。広がってしまうという大きな懸念がある」と述べた。横浜市で記者団の質問に答えた。

　海外では謀議に加わった段階で犯罪と認める傾向が強まっているとして「テロを考えると方向性は一定程度分かる。そのバランスをどう取っていくかということだ」と述べ、政府案が提出された場合、徹底的に議論する考えを示した。

　共謀罪を巡っては、対象となる犯罪が広範囲になるため「乱用の危険がある」と慎重意見が多く、過去三回にわたって廃案になった。
陸自隊員、南スーダンで活動公開　小銃携え警備

共同通信2016/8/27 09:51
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南スーダン・ジュバのPKO司令部の敷地で活動する陸自隊員ら。左は陸自部隊が設置した避難民施設との間の壁＝25日（共同）
　南スーダンの国連平和維持活動（PKO）に参加する陸上自衛隊施設部隊は27日までに、首都ジュバのPKO司令部周辺での整備活動を共同通信に公開した。7月に大規模戦闘が再燃したことを踏まえ、小銃を持った陸自隊員が活動中の部隊を警備していた。

　戦闘は収束し、ジュバは平静を取り戻している。ただ7月には司令部周辺で激しい戦闘が起き、PKO軍司令官の部屋付近に流れ弾のロケット弾が当たるなどした。

　公開した活動は、司令部の敷地と隣接する避難民施設との間に壁をつくる作業など。（ジュバ共同）

安全確保の必要性強調＝岸田氏、南スーダン外相に
　【ナイロビ時事】アフリカ開発会議（ＴＩＣＡＤ）出席のためケニアを訪れている岸田文雄外相は２６日（日本時間２７日）、南スーダンのアロル外相と会談した。岸田氏は、７月に南スーダンの首都ジュバで治安が悪化し、国際協力機構（ＪＩＣＡ）関係者ら在留邦人に危険が迫ったことは「遺憾だ」と伝えた上で、支援活動の前提として安全確保の必要性を訴えた。
　アロル氏は「日本は南スーダンにおいて多くのことをしてくれている」と述べ、経済協力案件の早期再開へ期待を示した。　（時事通信2016/08/27-08:46）
南スーダン外相会談 　首都の治安改善を要求…岸田氏
毎日新聞2016年8月27日　22時49分（最終更新　8月27日　22時49分）
　【ナイロビ前田洋平】ケニアを訪問中の岸田文雄外相は２６日（日本時間２７日）、南スーダンのアロル外相と会談した。岸田氏は、南スーダンの首都ジュバで７月に治安が悪化し、在留邦人に危険が迫ったことについて「遺憾だ」と述べ、安全確保が支援活動の前提になるとの考えを伝えた。自衛隊が参加する国連南スーダン派遣団（ＵＮＭＩＳＳ）への協力も要請した。 
　ジュバでは７月に戦闘が激化し、国際協力機構（ＪＩＣＡ）関係者らが国外に退避した。アロル氏は「ＪＩＣＡの名前は南スーダンの誰もが知っている」と評価し、経済協力の早期再開に期待を示した。 
自由で開かれたインド太平洋…首相、新外交戦略

読売新聞2016年08月28日 00時29分

　【ナイロビ＝白石洋一】日本主導でアフリカ開発の支援について議論する「第６回アフリカ開発会議」（ＴＩＣＡＤ６）が２７日午前（日本時間２７日午後）、ケニアの首都ナイロビで開幕した。

　安倍首相は基調講演で、日本の新たな外交戦略「自由で開かれたインド太平洋戦略」を発表した。アジア、アフリカ両大陸をつなぐ太平洋やインド洋を「平和な、ルールの支配する海」とし、両大陸の連結性を高めることで国際社会の安定と繁栄につなげるものだ。

　これまで掲げてきた「地球儀EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps24 \o\ad(\s\up 11(ふかん),俯瞰)外交」などを引き継ぐ新戦略は、アフリカで影響力を強める中国を念頭に置いている。



　講演で首相は、「アジアからアフリカに及ぶ一帯を成長と繁栄の大動脈にしよう」と呼びかけ、両大陸でのインフラ整備や投資、人材育成などを主導する決意を示した。また、両大陸での日本の役割を「力や威圧と無縁で、自由と法の支配、市場経済を重んじる場として育て、豊かにする責任を担う」と位置づけ、強引な海洋進出を図る中国との違いを強調した。

アフリカに官民で３兆円＝経済協力へ常設フォーラム－安倍首相、開発会議で表明


ケニアのナイロビで開幕した第６回アフリカ開発会議（ＴＩＣＡＤ）首脳会議で基調演説する安倍晋三首相＝２７日、ナイロビ（ＡＦＰ＝時事）
　【ナイロビ時事】日本政府が国連などと共催する第６回アフリカ開発会議（ＴＩＣＡＤ）首脳会議が２７日午前（日本時間同日午後）、ケニアの首都ナイロビの国際会議場で開幕した。安倍晋三首相は基調演説で、アフリカへの「質の高いインフラ」整備や人材育成、感染症対策などを通じ、今後３年間で官民合わせて３００億ドル（約３兆円）規模の投資を行う方針を表明した。
　ＴＩＣＡＤ首脳会議のアフリカ開催は初めて。２８日にアフリカ開発の在り方や日本を含む関係各国・機関の取り組みを盛り込んだ「ナイロビ宣言」を採択して閉幕する。
　首相は、発電所や道路、港湾などのインフラ整備のため「向こう３年間で約１００億ドル（約１兆円）をアフリカへ振り向ける」と表明。人材育成の分野では、３年間で工場長など生産現場の指導者を約１５００人、産業の基礎を支える人材を３万人育てるとした。製造ラインの生産性を３割引き上げる目標も掲げた。
　エボラ出血熱で多くの犠牲者を出したことを踏まえ、３年間で感染症対策の専門家を２万人育成する考えを表明。基礎的保健サービスを受けられる人口を２００万人増やす目標も打ち出した。アフリカの安定のため、若者５万人に職業訓練を受けさせることも約束した。
　首相は官民一体で経済協力を推し進めるため、閣僚や経済団体、企業トップによる「日アフリカ官民経済フォーラム」を常設することを明らかにした。国連改革にも言及し、「２０２３年までにアフリカは（安保理の）常任理事国を送り出しているべきだ」と述べ、連携を呼び掛けた。（時事通信2016/08/27-22:19）
首相、アフリカに3兆円投資約束　1千万の人材育成、開発会議で

共同通信2016/8/27 19:03

　【ナイロビ共同】日本とアフリカ諸国の首脳が繁栄の道を探る第6回アフリカ開発会議（TICAD）が27日、ケニアの首都ナイロビで開幕した。安倍晋三首相は基調演説で、3年間で官民総額300億ドル（約3兆円）規模の投資を約束、ものづくりや保健分野を念頭に1千万人の人材育成に乗り出す考えを表明した。

　20年余りのTICADの歴史で初のアフリカ開催。日本はアフリカについて、巨大市場としての潜在力と国連での発言力を重視している。アフリカへの関与を深める中国に対抗し、市場への浸透を図るとともに、国連安全保障理事会の常任理事国入りに向けて大票田アフリカの支持固めを目指す。
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第6回アフリカ開発会議が開幕し、基調演説する安倍首相＝27日、ナイロビ（共同）
安倍首相演説要旨＝アフリカ開発会議
　【ナイロビ時事】第６回アフリカ開発会議（ＴＩＣＡＤ）首脳会議での安倍晋三首相の基調演説要旨は次の通り。
　一、ＴＩＣＡＤは今アフリカの土を踏んだ。日本とアフリカ諸国の関係に新たな幕開けだ。
　一、２０２３年までにアフリカは国連安保理常任理事国を送り出しているべきだ。
　一、日アフリカ官民経済フォーラムをつくり、常設する。日本政府の閣僚、経済団体、企業トップが３年に１度アフリカを訪れる。
　一、日本はインフラづくりのため、向こう３年で約１００億ドル（約１兆円）をアフリカへ振り向ける。発電容量は２０００メガワット増える。
　一、将来の工場長ら現場の指導者を３年で約１５００人育成。産業の基礎を支える人材を計３万人生み出したい。
　一、感染症に立ち向かう専門家と政策人材を３年で２万人育てる。基礎的保健サービスに浴せる人口を２００万人増やす。
　一、３年で、民間企業の投資を合わせると総額３００億ドル（約３兆円）に上る。
　一、日本は太平洋とインド洋、アジアとアフリカの交わりを、力や威圧と無縁で、自由と法の支配、市場経済を重んじる場として育て、豊かにする責任を担う。両大陸をつなぐ海を、平和な、ルールの支配する海とするため、アフリカの皆さまと一緒に働きたい。（時事通信2016/08/27-18:42）
投資環境整備など意見交換＝安倍首相
　【ナイロビ時事】アフリカ開発会議（ＴＩＣＡＤ）出席のためケニアを訪れている安倍晋三首相は２６日、首都ナイロビでガーナのマハマ大統領、南アフリカのズマ大統領、赤道ギニアのヌゲマ大統領と相次いで会談した。投資環境の整備や人材育成、国連安保理改革での協力などについて意見を交わした。
　首相はその後、南部と中部のアフリカ各国首脳とのワーキングディナーを開催。アフリカ側からは、持続可能な開発に向けた民間投資の拡大や技術移転への期待感が表明されたのに対し、首相は官民で連携して取り組む考えを伝えた。　（時事通信2016/08/27-08:20）
アフリカへ３百億ドル支援、１千万人の人材育成

読売新聞2016年08月27日 22時16分

　【ナイロビ＝白石洋一】日本主導でアフリカ開発の支援について議論する「第６回アフリカ開発会議」（ＴＩＣＡＤ６）が２７日午前（日本時間２７日午後）、ケニアの首都ナイロビで開幕した。



　安倍首相は開会式の基調講演で、今後３年間で官民総額３００億ドル（日本円で約３兆円）規模の投資を行う考えを表明した。あわせて技術者や感染症対策の専門家ら約１０００万人の人材育成にも取り組む。

　首相はこれらの支援について、「アフリカの未来を信じる投資、日本とアフリカが、互いに伸びていくための投資だ」と強調した。

　日本は２０１３年のＴＩＣＡＤで、５年間で約３・２兆円の支援を示しており、支援を継続・拡充する。豊富な資金力でアフリカでの影響力を強める中国に対抗する狙いだ。インフラ（社会基盤）投資に約１兆円を充てるほか、保健システムの構築、テロ対策などを支援する。地熱発電では日本の技術を生かし、２２年までに約３００万世帯分の電力需要を賄うことを目指す。

アフリカ開発会議 　首相、新戦略　安全保障を重視
毎日新聞2016年8月27日　23時42分（最終更新　8月28日　02時21分）
　【ナイロビ前田洋平】日本が主導する第６回アフリカ開発会議（ＴＩＣＡＤ６）が２７日、ケニアの首都ナイロビで開幕した。安倍晋三首相は基調演説で、経済協力に加えて安全保障面での連携も重視する新たな外交戦略を明らかにした。今後３年間で民間資金を含めて総額３００億ドル（約３兆円）規模でアフリカに投資するとの見通しも示し、このうちインフラ整備には約１００億ドル（約１兆円）を拠出する方針だ。 
アフリカに３兆円投資　開発会議で首相表明

東京新聞2016年8月28日 朝刊 

　【ナイロビ＝共同】日本とアフリカ諸国の首脳が繁栄の道を探る第六回アフリカ開発会議（ＴＩＣＡＤ）が二十七日、ケニアの首都ナイロビで開幕した。安倍晋三首相は基調演説で、三年間で官民総額三百億ドル（約三兆円）規模の投資を約束、ものづくりや保健分野を念頭に一千万人の人材育成に乗り出す考えを表明した。

　二十年余りのＴＩＣＡＤの歴史で初のアフリカ開催。五十四カ国から半数以上の首脳級が参加した。日本はアフリカについて、巨大市場としての潜在力と国連での発言力を重視。アフリカへの関与を深める中国に対抗し、市場への浸透を図るとともに、国連安全保障理事会の常任理事国入りに向けて大票田アフリカの支持固めを目指す。

　演説で安倍首相は「安保理の改革こそは、日本とアフリカに共通の目標だ」と位置付けた。アフリカ連合（ＡＵ）議長国、チャドのデビ大統領は「資源価格の下落や治安への脅威で多くの国の経済が危機的状況にある」として支援を訴えた。

　会議は二日間。イスラム過激派のテロや武力紛争を防ぐために安定した社会をつくる方策を議論。資源価格低迷で打撃を受けた産油国などの構造改革や、エボラ出血熱などの感染症への対策も重要議題だ。

　日本は地熱発電や都市交通などに投資し、質の高いインフラ整備をアピール。人材育成にも力を注ぎながら日本企業の進出を促す方針。

　二十七日の全体会合の後、テーマ別に分科会を開催。二十八日には、資源価格の下落に対処するための産業の多角化や暴力的過激主義の拡大防止、教育の充実をうたう「ナイロビ宣言」を採択して閉幕する。

　＜アフリカ開発会議（ＴＩＣＡＤ）＞　アフリカの開発や支援をテーマに日本政府が主導し、アフリカ連合（ＡＵ）や国連などと開く国際会議。日本の対アフリカ外交の柱として１９９３年に第１回会議を東京で開催。以後、５年ごとに日本で開いてきた。アフリカ初開催の今回の第６回会議から３年ごとの実施となった。「ＴＩＣＡＤ」は、アフリカ開発に関する東京国際会議の英語表記に由来する。
産経新聞2016.8.27 23:49更新 
【ＴＩＣＡＤ】安倍晋三首相がアフリカで打ち出した新外交戦略　大きく後れをとる中国に「質」と「技術力」で対抗

アフリカ開発会議が開幕し、各国首脳らと記念撮影する安倍首相（前列中央）＝２７日、ナイロビ（共同） 
　　【ナイロビ＝松本学】安倍晋三首相が２７日、アフリカを巻き込んだ新たな外交戦略を打ち出した。日本が主導し、アジアからインド洋を隔てアフリカの成長の実現を目指す。テコとなるのは「質」と「技術力」を誇る日本のインフラ整備とインド。低コストを武器に売り込みをかけ、アフリカ大陸への影響力を拡大する中国に対抗する構えだ。
　「アジアで根付いた民主主義、法の支配、市場経済のもとでの成長。それらの生んだ自信と責任意識が、やさしい風とともにアフリカ全土を包むこと。それがわたしの願いです」
　安倍首相は２７日に開幕した第６回アフリカ開発会議（ＴＩＣＡＤＶＩ）での基調演説でこう力を込めた。首相が示したのは「自由で開かれたインド太平洋戦略」とする新外交戦略。発展著しいアジアの成功体験と潜在力あふれるアフリカを連結させ、さらなる成長を日本主導で牽引（けんいん）する構想だ。
　そのアフリカは高い潜在力を持ちながらあえいでいる。アフリカ連合議長国のチャドのデビ大統領は２７日の会議で「資源価格の下落や治安の脅威で多くの国の経済が危機的状況にある」と日本の支援を求めた。
　しかし、現状では日本は中国に大きく後れを取っている。内閣官房が作成した資料によると、２００１年以降、中国要人が訪問したアフリカの国は延べ１０４カ国だったのに対し、日本は延べ４３カ国で半分以下。現地の在留者数は中国が１００万人（推計）で日本は８千人、進出企業数は中国が２千社超で日本は６８７社にとどまっている。貿易額も日本貿易振興機構（ＪＥＴＲＯ）によれば、０６年に約５１０億ドル（５兆１千億円）だった中国の対アフリカ貿易額は１５年には約１３５０億ドルに達し約１９０億ドルの日本を圧倒した。
　支援も突出している。習近平国家主席は昨年１２月に南アフリカで開いた「中国アフリカ協力フォーラム」で、インフラ整備などに約６兆円の拠出を表明した。日本は今回、総額３兆円の投資を表明したが、中国には及ばない。
　「量」で攻勢をかける中国に対し、日本は「質」「信頼性」で対抗する。ＴＩＣＡＤの特色の一つは、日本の支援策の進捗（しんちょく）状況を毎回確認すること。２７日に首相が表明した投資や人材育成などの期間を「３年」と限定し、目標数値を掲げた。日本の支援が「有言実行」で、信頼性が高いことをアピールし、中国との違いを際立たせる狙いだ。
　こうした日本の新戦略に欠かせないのがインド洋を自国の海と位置付けるインドの存在だ。価値観を共有するだけでなく、アフリカに３００万人以上の「印僑」を持つインドとの連携は対中牽制（けんせい）には有効だ。
　首相のアフリカ戦略はこれまでの外交実績を、さらに発展させようとするものだ。「最後のフロンティア」で、安倍外交の真価が問われることになる。
安倍首相 アフリカへの３兆円規模の官民投資を表明
NHK8月27日 17時33分
ケニアを訪れている安倍総理大臣は、ＴＩＣＡＤ＝アフリカ開発会議の開幕にあたって講演し、日本が官民を挙げて質の高いインフラ整備を行うなど、今後３年間で、総額３兆円規模をアフリカに投資するとともに、およそ１０００万人の人材育成に取り組むと表明しました。
アフリカで初めての開催となるＴＩＣＡＤ＝アフリカ開発会議は、ケニアで日本時間の２７日午後、開幕し、共同議長を務める安倍総理大臣は、開幕にあたって基調講演を行い、今後３年間の日本のアフリカへの支援策を発表しました。
この中では、電力や都市交通システムなど、日本の技術を生かした質の高いインフラ整備におよそ１兆円を投資するなど、官民合わせて総額３兆円規模をアフリカに投資するとしています。
また、将来、企業の工場長などとして、生産活動を支える技術者、およそ１５００人を育成するほか、５万人に職業訓練を提供するなど、１０００万人の人材育成に取り組み、エボラ出血熱のような感染症の専門家なども２万人、育てるとしています。
一方、安倍総理大臣は、国連安全保障理事会の改革について、アフリカからの常任理事国入りを支持する考えを表明したうえで、「安保理改革は日本とアフリカの共通の目標であり、ともに歩みたい」と述べ、日本の常任理事国入りに支持を求めました。
また、今回のＴＩＣＡＤの成果を今後につなげるため、新たに「日アフリカ官民経済フォーラム」を設立し、日本の閣僚や経済団体、企業のトップが、３年に１度アフリカを訪問し、課題を継続的に議論していくことを提案しました。
最後に、安倍総理大臣は、日本の新たな外交戦略として、「自由で開かれたインド太平洋戦略」を打ち出しました。海洋進出を強める中国を念頭に、「日本は、太平洋とインド洋を、力や威圧と無縁で、自由と法の支配、市場経済を重んじる場として育てる責任を担う」と述べ、こうした価値観をアフリカ全土に広げて、太平洋とインド洋を、「平和な、ルールの支配する海」にしたいと呼びかけました。
ＴＩＣＡＤは、２７日から２日間、議論が行われ、２８日、成果を盛り込んだ「ナイロビ宣言」が採択されることになっています。
”ラストフロンティア”
人口の増加と経済成長が続くアフリカは、世界経済の「ラストフロンティア」とも呼ばれています。
５４か国で１１億人の人口は２０５０年には、３０億人にまで増え、中国とインドを超える巨大市場になると推測されています。
また、資源価格の下落で、かげりがみられるようになっているとは言え、アフリカ経済は２００１年以降、ほぼ毎年３％から６％程度の成長を続けていて、２０３０年にはアフリカ全体のＧＤＰがおよそ４兆ドルに達するとされています。
日本から４００社が進出
日本からは、これまで石油や鉄鉱石といった資源開発、鉄道や発電所などのインフラ整備に関連して、大手商社などが進出してきました。
しかし、所得の増加などに伴い進出企業も多様化しています。
ジェトロ＝日本貿易振興機構によりますと、南アフリカでは、トヨタが乗用車などを年間、１４万台を製造しているほか、日産もピックアップトラックなどを４万台製造しています。
ナイジェリアでは、ホンダが年間１５万台のオートバイを製造、ヤマハは再来年までに７万台のオートバイを製造する計画で、製造拠点としての開発も進んでいます。
さらに、ナイジェリアでは、味の素が調味料を販売、三洋食品が即席麺を製造・販売しているほか、ケニアでは日清食品が即席麺を販売するなど、アフリカへの進出企業数はこれまでにおよそ４００社に上っています。
中国や欧州に遅れ
ただ、日本からアフリカへの企業進出や投資は、ヨーロッパや中国に遅れをとっていると言わざるを得ません。
おととしの時点でのアフリカへの投資額の累計を比較すると、日本は１００億ドル。これに対して地理的に近く、歴史的にも関係が深いイギリスは５９３億ドル、フランスは５１８億ドル。進出がめざましい中国は３２３億ドルと、大きな開きがあります。
中でも、中国は、去年１２月に南アフリカで開催された会議で習近平国家主席が日本円でおよそ６兆円の資金支援を打ち出すなど、今後もアフリカとの関係を重視する姿勢を強調しています。
ＴＩＣＡＤ きょう「ナイロビ宣言」採択し閉幕へ
NHK8月28日 6時59分
ＴＩＣＡＤ＝アフリカ開発会議は２８日、２日間の日程を終えて閉幕し、議論の成果を盛り込む「ナイロビ宣言」には、資源輸出などに偏ってきたアフリカ経済の多角化を図ることや、テロの根絶に向けて社会の安定化を進めることが盛り込まれる見通しです。
アフリカで初めての開催となるＴＩＣＡＤ＝アフリカ開発会議は、ケニアのナイロビで２７日に開幕し、安倍総理大臣は基調講演で、日本が官民を挙げて質の高いインフラ整備を行うなど、今後３年間で総額３兆円規模をアフリカに投資するとともに、およそ１０００万人の人材育成に取り組むと表明しました。
ＴＩＣＡＤは、日本時間の２８日夜閉幕し、閉幕にあたって２日間の議論の成果を盛り込んだ「ナイロビ宣言」を採択することにしています。
この中では、資源輸出などに偏ってきたアフリカ経済の多角化を図ることや、テロの根絶に向けて社会の安定化を進めること、それにエボラ出血熱の感染拡大などを受け、医療・保健体制を強化することなどが盛り込まれる見通しです。
安倍総理大臣は、台風１０号が本州に近づくおそれがあることから、当初の予定を前倒しして、日本時間の２９日未明ケニアを出発し、帰国することにしています。
今回のＴＩＣＡＤ＝アフリカ開発会議には、５年前に独立したものの今も混乱が続く南スーダンも初めて参加しました。
会議を取材している南スーダンの国営放送の記者は「日本の支援事業によって多くの利益がもたらされることを期待しています」と述べて、治安の悪化で支援活動が困難になる中でも、国の安定と発展に向け日本に積極的に支援してもらいたいと訴えました。
そのうえで、閉幕にあたって採択されるナイロビ宣言で、幅広い分野での支援策が示されることに期待感を示し、「最終日にはさらによいニュースがもたらされることを期待しています」と話していました。
産経新聞2016.8.27 12:42更新 
【民進党代表選】民進・岡田克也代表　共産との共闘「前原誠司氏と全く違うとも思わない」
　民進党の岡田克也代表は２７日、党代表選（９月１５日投開票）への出馬を表明した前原誠司元外相が、次期衆院選での共産党との共闘に否定的な考えを示したことについて、自身の路線と「現時点で全く違うとも思っていない」と述べた。岡田氏は「政権をともにするという意味では、私も基本政策が違うときに一緒にはできないと参院選で明確に申し上げてきた」と強調した。横浜市内で記者団の取材に答えた。
　岡田氏は参院選での野党共闘に関し、「大きな政策の面では一致して戦ってきた。前原氏が言われていることが今までの考え方とどう違うのか、あるいは違わないのか。本人が説明することだ」と述べ、前原氏に説明を尽くすよう求めた。
産経新聞2016.8.27 07:45更新 
【共産侵食（５）】民進党の前原誠司氏「考え方が違う党と組むのは野合」　民共共闘という“蜜”の味を覚えた民進党は衆院選でも選挙協力するのか…代表選の最大の争点に浮上

民進党代表選への出馬会見で、前原誠司元外相は次期衆院選で共産党との政策合意なき協力を「野合」と言い放った＝２６日午後、東京・永田町の民進党本部（斎藤良雄撮影） 
　民進党代表選（９月１５日投開票）で最大の争点となるのが、岡田克也代表が進めた共産党との選挙協力の是非だ。出馬態勢を整えた蓮舫代表代行と前原誠司元外相はともに共産党と連立政権を組むことを否定するが、次期衆院選の選挙区での野党統一候補となると微妙にトーンが違う。７月の参院選で一定の成果を上げた民共共闘の「甘い蜜」は民進党内の深部まで広がっている。
　「次は政権選択を託す衆院選。政権を担うには外交、安全保障、内政で基本的考え方が一致しなければならない。考え方が違うところと組むのは野合だ」
　前原氏は２６日の出馬会見で、衆院選で共産党との選挙協力を問われると、語気を強めてこう切り返した。
　前原氏は「天皇制、自衛隊、日米安保、消費税などについて、民進党としての考えがある。（協力の是非は）われわれが主体的に判断する」とも強調。党綱領に「自衛隊の解消」などを掲げる共産党との距離感をアピールしてみせた。
　蓮舫氏は５日の出馬会見で、「綱領や政策の違うところと一緒に政権を目指すことはあり得ない」としつつ、参院選で共産党を含む野党と市民団体が共闘したことを「新しい景色で、この動きは大切にしたい」とも述べ、民共の選挙協力に含みを持たせている。前原氏は、選挙協力に曖昧な態度をみせる蓮舫氏との違いを鮮明にした形だ。
　ただ党内保守派の筆頭格である前原氏も出馬会見までは迷走も目立った。
　昨年１１月には共産党との選挙協力を「シロアリみたいなもの」と酷評したが、今月８日発売の月刊誌「世界」では、「政策論議を深め、共闘のフェーズ（段階）をさらに進化させる」と条件付きで容認。代表選を見据え、民共連携に前向きな旧社会党系グループを率いる赤松広隆前衆院副議長に保守系とリベラル系の融合も訴えたこともある。
　蓮舫氏や前原氏がここまで民共共闘の物言いに神経を使うのは、参院選で複数の民進党候補が味わった共産党票の効果が、麻薬のように党内に染みついているからだ。
　■　　■
　参院選で、民進、共産、社民、生活の野党４党は政策協定を結び、３２の改選１人区すべてで統一候補を擁立。野党は平成２５年参院選（２勝）を上回る１１勝をあげた。野党統一候補の得票が選挙区の総投票数に占める得票率も、２２選挙区で増加。選挙協力は一定の効果をあげた。
　ただ、逆に野党が２１敗を喫したのは、野党が基礎票を積み重ねても、自民・公明両党の厚い支持基盤を超えられなかったからともいえる。１人区の３２選挙区中、自公の比例代表の合計得票が野党４党に負けたのは、沖縄と岩手だけ。野党のさらなる勝利には、４党の基礎票に加えて、無党派層の幅広いさらなる支持が必要だった形だ。
　参院選の結果を受け、野党４党は７月２６日の幹事長・書記局長会談で、次の衆院選も「できる限りの協力を行う」ことで合意。共産党の志位和夫委員長は今月５日の演説で「衆院選で野党共闘が実現するならば、多くの選挙区で与野党が逆転する」と述べ、参院選同様に野党統一候補の擁立を進める考えを示した。
　自民党の選対幹部は「衆院選で野党統一候補が実現すれば、２９５の選挙区中、３０程度で与野党の勝敗が逆転する」と分析する。
　民進党内では、参院選で野党共闘に効果があったことを受け、衆院選でも連携に期待する声が強い。前回の衆院選で落選した民進党候補は「選挙区内の共産党の基礎票は３万。公明党は３万５千。共産票が上積みされて、初めて自民党の現職と勝負できる」と本音を打ち明ける。
　一方、共産党にとって共闘の維持は死活問題だ。
　同党で政策委員長を務めた筆坂秀世元参院議員は、「共産党は参院選で、結党以来初めて全国的な選挙協力ができた。党員の高齢化などで党の勢力が先細る中、野党共闘を進めるしか道はない」と指摘。実際、志位氏らは「あらゆる国政選挙で野党共闘を進める」と述べており、衆院福岡６区と東京１０区の補欠選挙（１０月２３日投開票）でも、共闘を進める考えだ。
　旧民主党政権で閣僚を務めた重鎮は、共産党と選挙協力を進める危険性をこう指摘する。
　「衆院選でも民共が選挙協力をすれば、政策は違うといくら訴えても、現場レベルでは共産に引きずられるだろう。これでは政権を取り戻す気概が伝わらず、万年野党の入り口になる」
　◇　
　この連載は、水内茂幸、坂本一之、清宮真一、千田恒弥が担当しました。
「収入に満足」４８％＝２年連続で改善－内閣府調査
　内閣府が２７日公表した「国民生活に関する世論調査」によると、現在の所得・収入に「満足」「まあ満足」と答えた人は計４８．１％で前年比２．４ポイント増となり、２年連続で改善した。ただ、「やや不満」「不満」も計４９．６％（同３．１ポイント減）を占めた。１９９７年以降、「満足」が「不満」を上回ったことは一度もない。
　調査は５８年からほぼ毎年実施。消費税率３％から５％への引き上げに伴い不況が深刻化した９７年以降の２０年間では、９８年と２０００年を除き毎年行われている。内閣府は「賃金上昇の影響が全国的に広がる一方で、本格的な景気回復には至っていないことが示された」と分析している。
　「現在の生活」に関する質問では、「満足」「まあ満足」が前年と同じ計７０．１％で、「やや不満」「不満」の計２８．５％を大きく上回った。また、「住生活」では計８１．４％、「自己啓発・能力向上」では計６１．１％、「レジャー・余暇生活」では計６２．２％が「満足」「まあ満足」と答え、いずれも調査開始以来最高となった。
　調査は６月２３日～７月１０日、全国の男女１万人を対象に個別面接方式で実施した。有効回収率は６２．８％。１８歳選挙権の導入を踏まえ、内閣府の定期的な世論調査として初めて対象年齢を２０歳以上から１８歳以上に引き下げた。（時事通信2016/08/27-17:26）
収入に「満足」48％　2.4ポイント増、内閣府調査 
日経新聞2016/8/27 19:05
　内閣府は27日、2016年度の「国民生活に関する世論調査」の結果を公表した。現在の所得や収入に「満足」「まあ満足」と回答した人は合わせて48.1％で、前年比2.4ポイント増えた。一方で、「不満」「やや不満」も49.6％（同3.1ポイント減）に上った。資産や貯蓄も「満足」は42.0％で「不満」（54.6％）を下回った。
　調査は６月23日～７月10日に全国の18歳以上の男女１万人を対象に面接方式で実施。6281人から回答を得た。７月の参院選で選挙権年齢を20歳以上から18歳以上に引き下げたことなどをふまえ、同調査も今年から対象年齢を従来の20歳以上から18歳以上に変えた。
　消費に関する質問で「車や電化製品などの耐久消費財」「食生活」「住生活」のすべてで「満足」が「不満」を50ポイント超上回った。今後の生活で「物」と「心」のどちらの「豊かさ」を重視するかを聞いたところ、「心」と答えた人は60.2％。「物」は31.3％にとどまった。
　「現在の生活にどの程度満足しているか」との問いには「満足」が横ばいの70.1％。前年同時期と比べた生活の向上感は「同じようなもの」が1.7ポイント上昇の76.7％だった。
　政府への要望を聞いた設問（複数回答）では「医療・年金など社会保障の整備」が64.4％で最も多く、「景気対策」（56.2％）「高齢社会対策」（51.9％）と続いた。
産経新聞2016.8.27 17:16更新 
「生活に満足」７割超　防災対策求める声は過去最高　内閣府の国民生活世論調査
　内閣府は２７日、「国民生活に関する世論調査」の結果を公表した。現在の生活に満足していると答えた人は例年並みの７０．１％だったが、所得や収入、資産や貯蓄への満足度は上昇しており、内閣府は背景に安倍晋三政権下で進む賃上げ傾向があると分析。政府に防災対策の充実を求める割合は過去最高となり、４月に発生した熊本地震が影響しているとみられる。
　満足度を項目別で見ると「所得・収入」が前年比２．４ポイント増の４８．１％、「資産・貯蓄」が同３．９ポイント増の４２．０％に上昇した。さまざまな生活の側面でも「住生活」（８１．４％）や「レジャー・余暇生活」（６２．２％）、「自己啓発・能力向上」（６１．１％）での満足度は過去最高で、「食生活」（８８．０％）も高い水準となった。
　一方、政府に施策の充実を求めたのは「医療・年金などの社会保障の整備」（６４．４％）、「景気対策」（５６．２％）、「高齢社会対策」（５１．９％）の順に高く、「防災」（２５．７％）は過去最高だった。
　調査は昭和３２年度からほぼ毎年実施。今年は６月２３日から７月１０日にかけて全国の１８歳以上の男女１万人を対象に行い、６２８１人から有効回答を得た。
　従来２０歳以上だった対象年齢は、公職選挙法の改正による選挙権年齢の変更に合わせて今年から１８歳以上に引き下げられた。有効回答者数のうち１８、１９歳は計８９人だった。
貧困たたき 　新宿で緊急抗議デモ　作家の雨宮処凛さんらも
毎日新聞2016年8月27日　20時04分（最終更新　8月27日　23時54分）



貧困問題に対するバッシングへの抗議デモに参加する人たち＝東京都新宿区で２０１６年８月２７日午後７時２１分、宮間俊樹撮影
　子どもの貧困問題を扱ったＮＨＫのニュース番組で体験を語ったひとり親家庭の女子高校生がインターネット上で中傷され、人権を侵害された問題で、「生活苦しいヤツは声あげろ　貧困たたきに抗議する新宿緊急デモ」が２７日、東京・新宿であった。最低賃金引き上げを求める若者グループ「ＡＥＱＵＩＴＡＳ（エキタス）」が主催し、作家の雨宮処凛さんらも参加した。 
　約５００人（主催者発表）の参加者が「貧困たたきは今すぐやめろ」「貧困知らない政治家いらない」とコールしながら繁華街を歩いた。都留文科大３年、栗原耕平さん（２１）は「当事者の女子高校生に見てほしいと思い、デモとスピーチをした。ものすごく生活が苦しい人しか声を上げられないというのではおかしい」と話した。 
　番組に登場した女子高校生は、ネット上でプライバシーをさらされたうえに発言や容姿を中傷され、持ち物や趣味についても「ぜいたくだ」「貧困ではない」などと非難された。エキタスのメンバー、原田仁希（にき）さん（２７）は「貧困状態にある人が抑圧されて声を上げられなくならないよう、バッシングを許さない人がいることを示したかった」と話した。平均的な生活水準を下回る「相対的貧困」では貧困とみなさないかのような風潮に対し、原田さんは「どこまで貧困だと声を上げられるというのか。貧困のラインが必要最低限の衣食住を満たせない『絶対的貧困』の方に引き寄せられようとしている」と危惧する。 
　２８日には名古屋市や京都市でも同様のデモが予定されている。【西田真季子】 
しんぶん赤旗2016年8月28日(日)

“貧困たたきやめよ”　東京・新宿　エキタスが緊急デモ
　貧困当事者へのバッシングは許さないと若者らが２７日夜、東京都新宿区で「貧困叩（たた）きに抗議する新宿緊急デモ」を行いました。参加者は「生活苦しいヤツは声あげろ」と書かれたプラカードを手に持ち、ドラムのリズムにあわせて「貧困たたきを今すぐやめろ」とコール。小雨が降るなか、怒りの抗議をしました。
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（写真）貧困バッシングは許さないとデモ行進する人たち＝27日、東京都新宿区


　今回のデモは、子どもの貧困をテーマにしたＮＨＫの番組に出演した、母子家庭の女子高校生に対する、インターネット上や国会議員によるバッシングに抗議するために呼びかけられました。

　デモに参加していた、東京都三鷹市の塾講師の男性（２６）は「日本には、いろんな形の貧困がある。たたいた人たちは、もっと貧困について学んでほしい」といいます。

　主催は、最低賃金を時給１５００円にするよう求めて活動する若者グループ「ＡＥＱＵＩＴＡＳ」（エキタス、ラテン語で「正義」「公正」の意味）です。

　デモ出発前の集会でエキタスのメンバーで大学３年生の栗原耕平さん、作家の雨宮処凛さんらがマイクで訴えました｡栗原さんは｢貧困を訴えた高校生を、国会議員が検証することもなくバッシングしたことに怒りを持っています。怒っている人がこれだけいると可視化していきましょう」と呼びかけました。

　ＮＨＫの番組で取り上げた女子高校生に対してインターネット上では、外食をしたり、スマートフォンを持っていることから「貧困ではない」などとする誹謗（ひぼう）、中傷があふれています。自民党の片山さつき参院議員もツイッターで「チケットやグッズ、ランチ節約すれば中古のパソコンは十分買えるでしょう」などと発信。これに対し、批判の声があがっています。

「歴史に裁かれる覚悟」＝７月退官の山浦元最高裁判事


最高裁判事を７月に定年退官し、取材に応じる山浦善樹弁護士＝８日、東京都千代田区
　最高裁判事を７月に定年退官した山浦善樹弁護士（７０）＝長野県上田市出身＝が２７日までに取材に応じ、「限られた証拠、時間の中で最善は尽くした。歴史の中で裁かれ、批判を受ける覚悟はある」と話した。また、開廷中の撮影を一部解禁するなど情報発信の在り方を検討課題に挙げた。
　約４０年の弁護士経験を経て、２０１２年３月から最高裁判事を務めた。在任中は、ＤＮＡ型鑑定で血縁関係がないと判明した場合でも、法律上の父子関係を認める判決の多数意見に加わった。
　一方、夫婦別姓訴訟では、民法の夫婦同姓の規定を合憲とする多数意見に対し、違憲とする反対意見を述べた。「憲法判断に当たって、多数意見は多様な価値観に対する寛容さを認めていない」と批判する。
　印象に残る裁判として、アスベストの健康被害をめぐり国の責任を初めて認めた大阪泉南アスベスト訴訟を挙げた。「海外の情報を広く収集するなど、原告代理人らが頑張っていた」と評価する。
　ただ、代理人の努力次第となっている現状は改善すべきだと指摘。「社会的影響が大きい裁判では、裁判所が研究機関などから広く情報を集める仕組みが必要」と提言した。（2016/08/27-15:01）
産経新聞2016.8.27 12:25更新 
【防衛最前線（８３）】ヘリ搭載型護衛艦「ひゅうが」の名付け親は小池百合子東京都知事だった…東日本大震災や熊本地震でも物資輸送で大活躍

ヘリコプターが着艦するヘリコプター搭載型護衛艦「ひゅうが」。名付け親は今や東京都知事となったあの人（海上自衛隊提供） 
　７月の東京都知事選で初当選した小池百合子知事にゆかりがある自衛艦が存在する。海上自衛隊のヘリコプター搭載型護衛艦「ひゅうが」だ。同艦が進水したのは平成１９年８月２３日。この時の防衛相は小池氏で、「ひゅうが」の命名者は小池氏ということになっている。
　名付け親の小池氏が都知事選で熱戦を展開していたとき、「ひゅうが」は米ハワイにいた。とはいってもバカンスを楽しんでいたわけではない。今月４日までハワイ沖などで行われていた多国間演習・環太平洋合同軍事演習（リムパック）に参加するためだ。ミサイル発射訓練や人道支援・災害救難訓練に加わり、震災を想定して米国やオーストラリアなど計８カ国が参加した訓練では乗組員が救難物資支援や患者輸送に当たった。
　「ひゅうが」の特徴は空母のような外観を有する全通甲板。同時に４機のヘリを離着陸させ、艦内に最大８機を格納できる。人道支援・災害救援だけでなく、対潜水艦戦、水陸両用作戦支援など複数の任務に当たるマルチプレーヤーだ。
　ヘリ搭載型護衛艦としては昨年３月に就航した「いずも」が一回り大きいが、災害救援に関しては「ひゅうが」の“実戦経験”に一日の長がある。２３年の東日本大震災の際は三陸沖に展開し、ヘリによる物資輸送に当たった。「ひゅうが」は集中治療室や手術室など医療設備も完備されており、物資輸送のプラットホームの役割も果たす。
　今年４月の熊本地震の際も「ひゅうが」は八代海に投入され、輸送支援に当たる在日米海兵隊の垂直離着陸輸送機ＭＶ２２オスプレイと連係プレーも演じた。オスプレイは「ひゅうが」に着艦し、艦上で燃料補給を受けるとともに、水や食料、簡易トイレなどの救援物資を積み込み、南阿蘇村の白水運動公園に空輸した。
　オスプレイが「ひゅうが」に着艦したのは、これが初めてではない。２５年６月には米カリフォルニア州で陸海空３自衛隊と米軍が行った訓練で、米海兵隊のオスプレイが「ひゅうが」で発着艦訓練を実施。米軍は声明で「歴史的着艦」と位置づけた。
　この共同訓練は「ドーンブリッツ（夜明けの電撃戦）」と名付けられた離島奪還訓練。中国が日本の南西諸島を占拠する事態を想定したとされる。
　「わが国に対する武力攻撃があったときにおいても日米が共同対処するので、普段からしっかりと対処できるような態勢を整えていく。これは抑止力の向上につながっていく」
　安倍晋三首相は昨年３月の参院予算委員会で、この訓練の意義を強調した。
　今年６月に中国海軍のドンディアオ級情報収集艦が沖縄県の北大東島周辺の接続水域に侵入したことを確認したのも「ひゅうが」だった。このとき「ひゅうが」は、米海軍、インド海軍との共同訓練「マラバール」に参加していた。日本が同演習に正式参加するのは今年が初めて。米専門紙は「日米印３カ国協力のターニング・ポイント」だと報じた。
　未曾有の震災、日米協力を一歩前進させた歴史的着艦、そしてインドとの防衛協力のターニング・ポイント…。「ひゅうが」が就役したのは２１年３月で誕生から７年余りしかたっていないが、自衛隊の役割が多様化する数々の節目に立ち会っている。
（杉本康士）
産経新聞2016.8.27 14:30更新 
【ｉＲＯＮＮＡ発】まさに不勉強の産物！ ＳＥＡＬＤｓは「貧困プロパガンダ」で自滅した　田中秀臣（上武大学ビジネス情報学部教授）
　いろいろ世間を騒がせ、日本の左翼やリベラルに妙な期待と幻想を植え付けたＳＥＡＬＤｓが８月１５日に解散した。ＳＥＡＬＤｓの一年ほどの活動のピークは、昨年の安保法制をめぐる国会論戦の最中であった。政治に参加する若い世代の新しい力としてマスコミなどに注目されるようになり、実際に左翼やリベラル的勢力の支持は、ネットや国会前のデモを中心に熱くなる一方だった。（ｉＲＯＮＮＡ）

解散を表明し、会見するＳＥＡＬＤｓの奥田愛基（左）氏ら＝8月16日、衆院第二議員会館（斎藤良雄撮影） 
　筆者の見聞する範囲でも、ＳＥＡＬＤｓに批判的な発言をした論者が、とある有名ライブ会場に、その発言ゆえに出演することが難しくなったことも聞いた。それだけ熱狂的なファンがいたことは間違いない。ただしネットの一部や国会前のデモが、どれほど国民の支持を集めていたかというと、ほとんど実体を伴っていたようには思えない。
　例えば、安保法制反対や安倍政権批判を全面に出した先の参院選では、ＳＥＡＬＤｓと同じ「若い世代」と目されている人たちの投票結果はどうだったろうか？　共同通信社の出口調査では、２０代、３０代の半数近くは自民党に投票したし（４３・２％、４０・９％）、１０代もそれと同程度の４０・０％だった。この数字は全世代の平均よりも高かった。その一方で、ＳＥＡＬＤｓと事実上の共闘関係にあった共産党や社民党などは１０代では他の世代よりも低い支持率だったし、また民進党も同様だった。
　簡単にいうとＳＥＡＬＤｓは若者の代表でもなんでもなかったのである。では、なぜ同じ世代の人たちの多くが自民党を支持したのだろうか。それは安倍政権以前まで、特に麻生政権後期から民主党政権でピークを迎えた経済の大停滞の苦しい経験をリアルに知っているからではないだろうか？　
　民主党政権下の２０１１年に大学の就職率は最低水準（９１・０％）にまで落ち込んだ。この数字の背景には、就職先がなく途中で求職自体を断念した膨大な人数を無視している。筆者は当時、大学の就職指導の担当だったが、職務先や近隣の大学も総じて就職はまさに「大氷河期」の様相だった。また高卒・専門学校も就職地獄であった。筆者は当時、就職指導による過労のあまり倒れてしまった。
　この状況は安倍政権の経済政策が発動するまで基本的に変わらなかった。ちなみに最新の統計（２０１６年春）では、大卒の就職率は統計を取って以来最高の水準である。また高卒の就職率も２４年ぶりの高水準であった。要するに若い世代の多くは、ＳＥＡＬＤｓ以上に実際の経済や社会の動向に敏感だったのだ。
　では、ＳＥＡＬＤｓは何を代表していたのだろうか？　政治的な行動（国会前での長時間のデモなど）に時間を割くことができる、経済学的にいえば時間当たりの機会費用が低いひとたち。要するに暇人の代表であった。
　筆者は暇が大好きである。暇がなければ社会も文化も成立しない。だが、どうやらＳＥＡＬＤｓのメンバーはあまりその暇を有効には活用していなかったかもしれない。少なくとも前記のような経済の動向を同世代の若者たちより学ぶ機会に利用しなかった。確かに先鋭的な政治スタイルへの評価はある。しかし少なくとも経済を見る視点は同世代に比べて鈍感だったし、また正しくもなかった。
　ＳＥＡＬＤｓのホームページをみてみよう（http://www.sealds.com/#opinion）。そこにはオピニオンと称して、同団体の経済観が網羅的に記述されている。テーゼは「持続可能で健全な成長と公正な分配によって、人々の生活の保障を実現する政治」であり、これだけだと異論は何人からもでないだろう。問題は具体的な中味だ。まず安倍政権批判ありき、つまりアベノミクス批判ありきの、事実一切無視の現状認識が展開されている。
　逐条的になってしまうが、いくつか引用してみよう。ちなみにこのホームページが公開されたのは昨年２０１５年であることに留意されたい。
　「派遣村、就職難、ワーキングプアなど、現在の日本はかつてない貧困のなかにあります」とある。まず派遣村は２００８年から１０年当初までの出来事（施策）であり現在の話ではない。就職難も先ほど書いたように解消され、過去にない水準にまで回復している。失業率も３％を切る目前まで低下しているし、有効求人倍率も全県・全国で大幅に改善している。雇用状況をもっとよくする余地があるのは事実だが、どう考えても日本が「かつてない貧困」にあるようには思えない。人々を間違った事実認識に誘導する悪質なプロパガンダか、単に事実を認識していない不勉強の産物である。
　ＳＥＡＬＤｓは「ワーキングプア」が増えたといいたいのかもしれない。次の一文からもその意思だけは伝わる。
　「現政権は、格差拡大と雇用の不安定化を促進し、中間層・貧困層を切り捨てた、いびつな成長戦略を実行しています。アベノミクスの結果、一部の富裕層の所得は増えたものの、中間層の所得は減りました」
　まずアベノミクスの核心をとらえ損ねている。アベノミクスは、積極的な金融政策、機動的な財政政策、成長戦略の３つである。特に第１の「積極的な金融政策」がアベノミクスの核心である。なお第２の「機動的な財政政策」のメニューに消費増税が当初から入っていたわけではない。消費増税は「機動的」でもなんでもないし、民主党政権のときに法律で決められてしまっていた「非機動的」なものだからだ。ポール・クルーグマンが指摘したように、実際に日本経済に効果を与えたのは、「積極的な金融政策」だけである（「Abenomics and the Single Arrow」 , The New York Times）。つまり、先ほどの就職状況や雇用環境の大幅改善は金融政策が実現したものであり、また金融政策がしばしば雇用政策といわれる理由でもある。ＳＥＡＬＤｓではそのような事実と常識レベルの経済学の知識を踏まえずに、アベノミクスは「雇用の不安定」を生み出していると主張していた。まさにいいかげんなレベルの事実認識だ。さらにＳＥＡＬＤｓの文言では「成長戦略」となっているが、「雇用の不安定化」が起きるどころか大改善しているので、アベノミクスの成果として考えればいいだけだ。ちなみにアベノミクスの成長戦略自体には見るべきものはほとんどない。むしろ三本の矢に入っていない最低賃金の引き上げが毎年継続し、さらに労使にベアの引き上げを誘導するような所得政策的な方向性も根強い。これらは雇用の安定化に寄与する隠れたアベノミクスだ。
　さらにアベノミクスが格差拡大や貧困を加速したという証拠は、２０１５年当時も現在も代表的なデータは事実上ない。つまりＳＥＡＬＤｓの勝手な思い込みにすぎないのだ。例えば、貧困率は２０１２年までしか利用できず、ジニ係数の推移は２０１０年までしか利用できない。経済格差は高齢化とともに拡大する傾向にあるが、現段階の雇用状況の大幅改善、雇用者報酬の増加、さらには最近の実質賃金の増加傾向も含めると、安倍政権の政策の結果で貧困や格差が増加しているようには思われない。もちろんさらに経済状況を改善する余地があるとか、または現状の消費低迷からくる経済低迷（停滞ではない！）を改善するという主張なら賛成である。しかしＳＥＡＬＤｓはまずアベノミクス全否定ありきなのだ。こんな事実に支持されず、また若い世代の実感にも乏しいオピニオンが支持されるわけがないだろう。
　ちなみにトンデモな意見として「失業していた方がましだったのにいやいや非正規で働くので、アベノミクスは失敗」というものをネットでしばしば目にすることがある。この種の「やむなく非正規」を含んだ広義の失業率もアベノミクス以降、二けただった水準から２％近く低下した。これをさらに引き下げる余地はある。だがＳＥＡＬＤｓはそもそもアベノミクスでの雇用の改善を全否定しているので、このような事実も一切無視であろう。
　最後にＳＥＡＬＤｓの消費税に関する態度も問題ありまくりのものだった。
　「社会保障を中心とした再分配システムが再建されないまま消費税増税が行われれば、格差拡大はますます進行します」
　これは要するに消費増税の条件付容認である。だがＳＥＡＬＤｓの考える「社会保障を中心とした再分配システム」の「再建」とはなんなのか、まったく具体策はない。まるで官僚の作文である。ちなみに民進党の政策パンフレットでも同様に、自分たちの考える再分配システムが成立するなら「本来やるべき消費税引き上げ」を実施すべきだと書かれている。
　だが、消費増税ありきというこの発想こそ、いま問われるべきなのだ。実際に消費増税は所得下層の経済状況を悪化させてしまう。ならば事後的な再分配に頼る必要はない。消費増税をしなければいいだけなのだ。もっともＳＥＡＬＤｓの消費税ありきの発想は、財務省のお気に入りの考え方なので、その方面からの支援を受けられたかもしれない。
　ＳＥＡＬＤｓは自ら解散を予定したかのように説明している。確かに文言だけを追うとそうだろう。だが、本当のところは若い世代から見放されてしまったのだと思う。ただし効用もあった。古い政治イデオロギーにすがる高齢層の「政治的おもちゃ」の役割は果たしたと言えるからだ。
　■田中秀臣
上武大学ビジネス情報学部教授、経済学者。1961年生まれ。早稲田大学大学院経済学研究科博士後期課程単位取得退学。専門は日本経済思想史、日本経済論。主な著書に『経済論戦の読み方』（講談社現代新書）『デフレ不況 日本銀行の大罪』（朝日新聞出版）など多数。近著に『ご当地アイドルの経済学』（イースト新書）。
学び方見直し対話で知識理解　中教審部会、指導要領改訂案了承 
日経新聞2016/8/26 21:50
　中央教育審議会の教育課程部会は26日、2020年度以降に小中高校で導入する学習指導要領の改訂に関する審議まとめ案を了承した。対話を通じて知識の理解を深めるアクティブ・ラーニング（能動的学習）を全教科に取り入れ、英語教育を小学３年生からに前倒しする。
　審議まとめ案は「グローバル化や人工知能（ＡＩ）の進化などで将来の予測が難しくなる中、社会で自立的に生きる力が必要」などと改訂の方針を強調。「何を学ぶか」だけでなく、「どのように学ぶか」も重視し、教育内容のみの改訂にとどまらず、学び方も見直すことで知識の深い理解を目指すとした。
　実現のために小中高の全教科に能動的学習を取り入れる。教員が一方的に知識を教えるだけでなく、知識をもとにした子供同士の議論や調べ学習などを授業に取り入れる必要性を指摘。一方、指導要領では能動的学習の具体的な指導方法は示さず、各学校の創意工夫を尊重することにした。
　グローバル社会を見据え、小学校では５～６年で英語を正式教科にする。現在の「外国語活動」は歌やゲームを通じて英語に慣れ親しむのが目的で、「聞く」「話す」が中心。教科化で「読む」「書く」を加え、体系的に学ぶ。外国語活動は３～４年に前倒しする。小学生が英語を学ぶ時間は現在から３倍に増える。
　小中高とも現行指導要領から学習内容は減らさないと強調。時間割を柔軟に組み立てる「カリキュラム・マネジメント」を各校に求めた。
　高校の科目構成も大きく変わる。近現代史の定着度が低いことから、日本と世界の近現代史を横断的に学ぶ「歴史総合」を必修科目として新設。選挙権年齢の引き下げを受け、主権者意識を育む新科目「公共」も必修にする。実験や観察など探究学習を行う「理数探究」も選択科目として新設する。
　年内の中教審答申を経て、小中学校の次期指導要領は今年度中、高校は来年度中に告示される見通し。小学校は20年度、中学校は21年度から全面実施され、高校は22年度から順次実施となる。
隠し撮り不正捜査　「処分軽い」「組織の在り方が問われる」 
大分日日新聞2016年8月27日
　参院選の選挙違反捜査に絡み、別府署員が野党候補を支援する団体の建物敷地に無断で侵入し、ビデオカメラを取り付けて隠し撮りをした事件で、大分県警は２６日、同署幹部ら４人を書類送検した。無断撮影による捜査の是非を「不適正だった」と認め、４人を含む署長ら６人の処分に及んだ。一方で、前代未聞の不正捜査にもかかわらず、立件、処分対象は別府署内にとどまり、盗撮された側の関係者は不満の声を上げる。捜査機関によるカメラ撮影は権利侵害にも及ぶことから、識者は「調査不足」と指摘した。
　「カメラ設置の必要性や妥当性は認められない。不適正な捜査だった」。江熊春彦県警首席監察官は２６日の説明で、こう断言した。事件が表面化した直後の３日、県警は敷地内の立ち入りは「不適切」と認めたものの、カメラ撮影は「調査中」と判断を避けていた。
　県警などによると、撮影は選挙違反の証拠を確保する目的だった。公選法で選挙活動が禁じられている徴税吏員など特定公務員の出入りを調べていたという。
　江熊首席監察官らは「容疑の内容や設置の仕方、時間、対象、場所などを鑑みても、他の捜査手法が考えられるなどカメラ設置の必要性はなかった。そもそも撮影できたとしても（選挙運動をしていたという）証拠にはならない」と強調。その上で「いろんな人が映り込んでおり、プライバシーを侵害した。選挙の公正さの観点からも不適切だった」と謝罪した。
　県警の一連の対応について民進党県連の小嶋秀行幹事長は「プライバシー侵害にも当たる許されない行為なのに処分が軽い」と、切り捨てた。「県警本部にカメラ設置の報告がなかった」（県警監察課）として、処分を別府署内にとどめたことも「トカゲのしっぽ切りという印象。言い逃れにしか思えない」と指弾した。
　「そもそも選挙違反は県警本部が指揮する事件。ましてや地方選挙ではなく、国政選挙だった。本部が知らぬ存ぜぬで済む話ではない」と憤るのは元県警幹部の一人。「県警の指揮、命令系統はどうなっているのか。組織の在り方が問われる。このまま幕引きを図ろうとするなら、恥ずかしいばかりだ」と嘆いた。
　今後、書類送検された４人の処分は大分地検が判断することになり、起訴の可否が注目される。政党関係者は国会や県議会の場で、問題を追及する姿勢を強める。捜査の名を借りた警察の“暴走”を許さないためにも、徹底した事実解明とカメラ使用のルール作りが求められている。





防衛相 就任後初の沖縄訪問へ 知事と会談で調整
NHK8月28日 5時31分
稲田防衛大臣は来月、就任後初めて沖縄県を訪問し、アメリカ軍普天間基地の移設計画などをめぐって翁長知事と会談する方向で調整を進めています。
稲田防衛大臣は来月、２日間の日程で、就任後初めて沖縄県を訪問し、自衛隊の部隊やアメリカ軍基地などを視察する方向で調整しています。
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そして、稲田大臣はアメリカ軍普天間基地の移設計画などをめぐって翁長知事と会談し、先月、国が沖縄県を相手取って改めて訴訟を起こしたことも踏まえ、移設計画を推進する政府の方針を説明して理解を求めたい考えです。
また、稲田大臣は、天候などの条件が整えば、自衛隊のヘリコプターで普天間基地の移設先の名護市辺野古や、一部返還に向けて施設工事が行われている北部訓練場を上空から視察するほか、北部訓練場の地元の村長との会談も検討しています。
辺野古ジュゴン「姿消した」　移設調査の着手直後

東京新聞2016年8月28日 朝刊 

	沖縄本島北部で泳ぐジュゴン＝２０１４年５月（防衛省提供）
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　沖縄県名護市辺野古（へのこ）の沖合にすむ海獣ジュゴンが姿を消したのではないかと懸念する声が、地元で上がっている。防衛省が二〇一四年八月、米軍普天間（ふてんま）飛行場（宜野湾（ぎのわん）市）の辺野古移設に向けた海底ボーリング調査に着手した直後から、藻場の食べ跡が途絶えたためだ。有識者は工事が影響した可能性を指摘している。

　ジュゴンは国内では主に南西諸島に生息する。成長した個体は五十頭に満たないとされ、環境省が〇七年、絶滅危惧種に指定した。ただ、辺野古が面する大浦湾では目撃例が絶えなかった。

　ジュゴンが生息しているか知るための手掛かりとなるのが、海草の食べ跡だ。沖縄防衛局の一四年の調査では、大浦湾で四月から四カ月連続で見つかっていた食べ跡が、八月を境に確認できなくなった。日本自然保護協会によると今年の春も、以前は食べ跡があった藻場で、見つからなかった。

　一四年八月からのボーリング調査に先立ち、工事区域を明示するためのブイ（浮標）の重りとして、コンクリートブロックを船から投下したのが原因との見方もある。

　同協会の安部真理子主任は「物音に敏感なジュゴンが辺野古から逃げてしまったのでは。ジュゴンは豊かな海の象徴。工事関連の船舶はすべて引き揚げ、平穏な海に戻すべきだ」と強調した。

社説　共謀罪　乱用の懸念は消えない
信濃毎日新聞2016年8月27日 
　国会でこれまで３回にわたって廃案となった「共謀罪」を新設する動きが再び具体化した。適用対象を限定し、構成要件も厳しくするというが、捜査当局による乱用の懸念は消えない。
　犯罪を実行していなくても、話し合い（謀議）に加わっただけで処罰の対象にするのが共謀罪だ。市民活動の抑圧や内心の自由の侵害につながりかねない危険性をはらむ。厳しい目を向けていかなくてはならない。
　政府が、組織犯罪処罰法の改正案を来月の臨時国会に提出する方向で調整している。２０２０年の東京五輪に向けたテロ対策を強調し、罪名も共謀罪ではなく「テロ等組織犯罪準備罪」とした。
　従来の法案では単に「団体」としていた適用対象を「組織的犯罪集団」に変更している。市民団体や労働組合の活動が処罰の対象になりかねない、といった批判をかわすためだろう。
　ただ、組織的犯罪集団かどうかを捜査当局が判断することに変わりはない。解釈によって対象が広がる余地は依然としてある。
　また今回の法案は、謀議だけでなく、犯罪を実行するための「準備行為」を行うことを構成要件に加えた。条文は、資金や物品の取得を例示している。
　とはいえ、ほかに何が準備行為にあたるのかは不明確だ。判断は捜査当局に委ねられ、恣意的な運用につながる恐れがある。
　政府は、２０００年に国連で採択された「国際組織犯罪防止条約」を日本が締結するには、共謀罪の新設が必要だとしている。昨秋、パリで起きた同時テロ事件を機に、自民党内で早期の法整備を求める声が再び強まっていた。
　この時期の法案提出には、東京五輪が近づき、テロ防止を大義名分とする法改正に理解が得やすくなったとの判断が見て取れる。先月の参院選を経て、自民党が衆参両院で単独過半数を占めたことも背景にある。
　テロ防止に力を入れることは大事だ。けれども、その掛け声に共謀罪の危うさが覆い隠され、強引に導入が図られるのは避けなければならない。
　盗聴や密告による監視社会化が強まる懸念も大きい。それは市民の生活や社会を脅かし、民主主義の土台を崩す。
　日本の刑事法は、戦前の治安維持法下で言論や思想が弾圧された反省から、ごく一部の犯罪を除き、実行行為を罰することを原則としてきた。歴史の教訓も踏まえた議論が欠かせない。 

社説　沖縄で記者排除　知る権利侵害する暴挙だ
新潟日報2016/08/27
　国民の「知る権利」が警察によって侵害された。許し難い暴挙と言わざるを得ない。
　沖縄県の米軍北部訓練場に防衛省が建設しているヘリコプター離着陸帯（ヘリパッド）の工事現場近くで、反対派住民らを取材していた地元紙、琉球新報と沖縄タイムスの記者が警察の機動隊に強制排除された。
　両社によると、機動隊員約３０人は２０日午前、車両搬入を阻止しようと県道に座り込んだ反対派を強制排除した。
　機動隊はその際、取材中の記者の腕をつかんで移動させたり、背中を押して拘束したりした。
　このため、記者は反対派が排除される模様を取材することができなかった。
　両社は「報道の自由を侵害するもので強く抗議する」「通常通りに取材し、県民の知る権利に応えようとしていた。断じて許すことはできない」との声明を出した。両社の主張を支持したい。
　釈然としないのは、県警が「記者は腕章を腕ではなくカメラに付けるなどしていたため、反対派と区別しづらかった」と説明していることだ。
　記者は機動隊に対して、腕章や社員証を提示したと話している。県警と記者の言い分が食い違っているのである。
　県警が「報道を規制する意図は全くない」というなら、記者排除の経緯を調査し、公表してもらいたい。これは民主主義の根幹に関わる重大な問題だ。
　ヘリパッド６カ所の建設は、北部訓練場を部分返還する条件である。日本政府は７月、返還区域にあるヘリパッドを、米軍側に残す部分に移す工事に着手した。
　だが、沖縄県の翁長雄志知事と県議会は安全性に懸念のある新型輸送機オスプレイが運用される計画があるとして反対している。
　現場周辺では、反対派と全国から派遣された機動隊員がもみ合いになり、公務執行妨害容疑で逮捕者が出た。
　記者排除の背景には、沖縄県の民意を無視して工事を強行する政府の態度があったといえよう。
　政府は工事着手とともに、宜野湾市の米軍普天間飛行場の名護市辺野古移設を巡り、翁長知事を相手取って訴訟を起こした。９月に判決が言い渡される。
　また、２０１７年度予算の概算要求で沖縄振興費を、１６年度当初予算から１４０億円減額する方針を提示した。
　菅義偉官房長官は辺野古移設など米軍基地返還が進まなければ、振興費を減らす可能性を示していた。翁長知事をけん制する狙いがあるのは明らかである。
　国があらゆる手段を用いてヘリパッド建設と辺野古移設を進めようとすれば、反対運動は高まり、対立が深まるだけだ。
　沖縄の保守陣営からも「米軍基地全体の存続を危うくする事態が起こりかねない」と懸念する声が出ている。
　基地問題を解決するためには、沖縄県民との信頼関係が不可欠だ。政府には話し合い路線への転換を強く求める。
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